
Ⅳ 令和２年（2020 年） 

雇用表から見た東京都経済 
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１ 雇用表の概要 

（1）雇用表とは 

雇用表は、産業連関表の産業部門ごとに、各産業がどれくらいの雇用を生み出してい

るのか、そしてどのような形で人々が働いているのかを示す表である。 

雇用表により、各産業部門の生産活動と雇用の関係を分析できる。具体的には、ある

産業が生み出す生産額に対して、どれだけの労働力が必要とされたのか、さらにその労

働力が「常用雇用者」なのか「臨時雇用者」なのかといった就業上の地位を把握できる。

これにより、経済全体の雇用構造や、特定の産業が持つ雇用創出力を評価することが可

能となる。 

 

（2）雇用表の見方 

雇用表は、取引基本表の列部門ごとに、各部門が１年間の生産活動のために投入した

労働量を年平均人数で表している。表４－１に雇用表の概要を示す。 

 

表４－１ 雇用表の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、主な項目とその見方について見ていく。 

 

①従業者数と雇用者数の違い 

「従業者数」と「雇用者数」の違いは以下のとおりである（表４－２）。 

 

表４－２ 従業者数と雇用者数の違い 
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②従業上の地位 

従業上の地位の内訳は以下のとおりである（表４－３）。 

 

表４－３ 従業上の地位の内訳 

区分 内容 

個人業主 
個人で事業を営み、自らその事業の経営に従事する人 

（例：個人商店主、フリーランス、農家など） 

家族従業者 個人業主の家族で、その事業に無給で従事する人 

有給役員 常勤及び非常勤の法人や団体の役員であって有給の人 

雇用者 
企業や組織に雇用され、給与や賃金を得て働く人 

（常用雇用者、臨時雇用者など） 

 

（3）利用上の注意 

雇用表を利用するに当たっての注意点を以下に示す。 

 

①作成時点の情報であること 

雇用表は産業連関表と同じ年次（５年ごと）に作成されるため、常に最新の経済状

況を反映しているわけではない。よって、急激な経済変動があった場合などは、その

影響が数値に織り込まれていない可能性があることに留意が必要となる。 

②部門分類の特性 

雇用表の表側は、取引基本表の列部門と一致しており、事業所を単位とする分類で

なく、いわゆるアクティビティ・ベースの分類に対応している。雇用表ではこれらを

特定の「部門」に分類して集計しているため、個別の企業や非常に細かな業種レベル

での状況を直接表しているわけではないことに留意が必要となる。 

③労働投入量の表章 

労働投入量は、年平均従業者数で表している。１人が複数の事業所で就労している

場合は、それぞれの事業所が属するアクティビティ上に重複計上しており、また 1人

が同一事業所で複数のアクティビティに従事している場合は、それぞれのアクティ

ビティに按分して計上している。そのため、各種統計調査報告とは数値が異なること

から、比較する場合は注意が必要である。 

④本社部門 

東京都の産業連関表では、本社部門が特掲されている。このため、雇用表でも本社

部門を設け、各産業部門の企業の本社で管理活動等に従事する従業者は、その産業部

門でなく、本社部門において表章されている。このため、国や他自治体の雇用表と比

較する時は注意が必要である（本社部門の従業者数を別表章している東京都の各産

業部門の従業者数が、低く捉えられてしまう可能性がある）。 
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２ 雇用表から見た東京都の就業構造 

 

令和２年の東京都従業員者数は、10,270,736人であった。 

産業部門別（14部門分類）の従業者数の構成比を見ると、サービス（41.7％）が 

最も多く、商業（17.6％）、情報通信（9.3％）、本社（8.9％）と続く。 

就業上の地位別の従業者数の構成比を見ると、常用雇用者（83.1％）が最も多く、 

有給役員（5.7％）、臨時雇用者（5.6％）、個人業主（4.8％）と続く。 

 

 

 東京都の令和２年（2020年）の雇用表を 14部門分類で見ると表４－４のとおり。表４－

４により、東京都の就業構造を概観する。 

 

表４－４ 東京都の令和２年（2020年）の雇用表（14部門分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公開している雇用表（統合大分類）を 14部門分類に集計 

 

（1）産業部門別の従業者数 

東京都の産業部門別の従業者数の構成比を見ると、図４－１のとおりである。構成比

の高い産業は、サービス（対事業所サービス、対個人サービス、教育・研究、医療・福

祉など）（41.7％）や商業（17.6％）、情報通信（9.3％）などの第３次産業となってい

る。本社の従業者数も 8.9％を占めている。一方、第１次産業の従業者は、農林漁業が

0.1％、鉱業が 0.0％、第２次産業の従業者は、製造業が 3.8％、建設が 4.5％となって

いる。 
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図４－１ 産業部門別の従業者数の構成比（％） 

（2）従業上の地位別の従業者数

東京都の従業者を従業上の地位別の構成比で見ると、図４－２のとおりである。都内

で働く人々のうち、企業の正社員などの「常用雇用者」が 83.1％と多数を占め、続い

て、有給役員（5.7％）、アルバイトやパートタイマーなどの臨時雇用者（5.6％）、個人

業主（4.8％）と続く。 

図４－２ 従業上の地位別の従業者数の構成比（％） 
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